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全国の企業へ沼田市の地域特性を PR しながら、組織的に企業誘致を推進してい
ます。これまでの取り組みを継続しながら、沼田横塚産業団地をはじめ、市内へ
の立地企業を増やすために、受け入れ体制の整備や企業が魅力を感じる環境づく
りを進めていきます。

未来のために企業誘致を推進します

企業誘致の大きなメリット
事業所進出のための設備投資が生まれる
企業の進出に必要な工場などの建設のため、
建設業者や機械製造業者らが受注し、関連業
者の仕事や売り上げが増加します。

地元生産者・企業に新たな需要が生まれる
原材料の生産者などに新たな需要が生まれ、
地域産業が活性化します。

 問合せ  産業振興課企業誘致推進室☎内線 5006・5007

沼田横塚産業団地の事業化が決定

令和 5~6 年度 埋蔵文化財発掘調査
令和 7 年度 ~ 造成工事 ( 予定 )
令和 9 年度 完成 ( 予定 )

スケジュール

横塚町地内およそ 19 ヘクタールの区域
について、2 月 1 日付けで、群馬県企業
局による事業化が決定しました。

埋蔵文化財発掘調査が進む沼田横塚産業団地

持続可能なまちづくりのために
　企業誘致とは、自治体が主体となり企業 ( 事業所 )
を地域に招くことで、新たな産業や雇用を創出し、地
域経済の振興を図ることを目的とする取り組みです。
　市では、企業誘致を、若い世代などの働く場所を
確保し、人口減少に歯止めをかける重要な施策と位
置付け、助成金など優遇制度を定め、企業誘致活動
を行っています。
※平成 27 年度の制度創設以降、6 企業が優遇制度の指定を受けま
した

令和 4年度、産業振興課内に企業誘致推進室を設置
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市の財政にプラス
固定資産税、法人市民税などの歳入が増え
ます。

地元での新規雇用が生まれる
市内に事業所ができることで、新たな雇用
が生まれます。従業員の市への転入、U ター
ンや市への移住を考える人の就職につなが
り、人口流出や人口減少の抑止になります。
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市役所の組織・機構が変わります
4 月 1 日から

行政運営の効率化と特定施策の推進体制を強化するため、次のとおり行政組織機構を変更します。
問合せ 企画政策課企画調整係☎内線4032

1014007

－総務部の主な変更箇所－
●地域支援機能の充実を図るとともに、組織のスリム
化と業務の効率化を図るため、白沢支所、利根支所を
それぞれ白沢地区コミュニティセンター、利根地区コ
ミュニティセンターと統合し、白沢支所、利根支所は廃
止します。
　両支所で所管している業務については、本庁各課、
白沢地区・利根地区コミュニティセンターにそれぞれ移
管します。

－市民部の主な変更箇所－
●白沢支所、利根支所をそれぞれ白沢地区コミュニ
ティセンター、利根地区コミュニティセンターと統合し、
地域住民の相談窓口を一本化することで、地域情報の
集約、コミュニティセンター内と本庁各課との連携を強
化し、地域支援機能の充実を図ります。両地区コミュニ
ティセンターにおいて、地域振興係の名称を「地域係」
に変更するとともに、「生活係」を設置し、「地域係」、
「生活係」の２係体制として白沢・利根支所の業務の
一部を移管します。

白 沢 支 所 　　生　活　係
　　　　　　　地　域　係
利 根 支 所 　　生　活　係
　　　　　　　地　域　係

市民協働課　　協働推進係

　　　　　　　　　 市民相談係

　　　　　　　　　 利  根  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　　地域振興係

　　　　　　　　　白  沢  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　  　　 地域振興係

　　　　　　　　 池  田  地  区
　　　　　　　　  ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　   地域振興係

　　　　　　　　 　川  田  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　  　 地域振興係

　　　　　　　　　 薄  根  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　　地域振興係

　　　　　　　 利  南  地  区
　　　　　　　　  ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　　　地域振興係

市民協働課　　協働推進係

　　　　　　　　　 利  根  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　  地　域　係
　　　　　　　　　生　活　係

　　　　　　　　　白  沢  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　  地　域　係
　　　　　　　　　生　活　係

　　　　　　　　 池  田  地  区
　　　　　　　　  ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　   地域振興係

　　　　　　　　 　川  田  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　  　 地域振興係

　　　　　　　　　 薄  根  地  区
　　　　　　　　 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　　地域振興係

　　　　　　　 利  南  地  区
　　　　　　　　  ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ
　　　　　　　　　　　地域振興係

　　　　　　　　　 市民相談係
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3 月 31 日（日）まで
ｰ 改編前 ｰ
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－健康福祉部の主な変更箇所－
●「地域包括支援センター」に係る業務の外部委託に
伴い、介護高齢課地域支援係の業務を長寿支援係に
移管し、地域支援係を廃止します。
●新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付け
が５類に移行したことに伴い、健康課の新型コロナウ
イルス対策係を廃止します。

介護高齢課　　長寿支援係
　　　　　　　介護保険係
　　　　　　　地域支援係
健　康　課　　予　防　係
　　　　　　　保　健　係
　　　　　　　　  新型コロナウイルス
　　　　　　　　　　 対 　策 　係

介護高齢課　　長寿支援係
　　　　　　　介護保険係

　　　　　　　（ 廃 止 ）
健　康　課　　予　防　係
　　　　　　　保　健　係

　　　　　　　（ 廃 止 ）

教
育
部

3 月 31 日（日）まで
ｰ 改編前 ｰ

4 月 1 日（月）から
ｰ 改編後 -

－教育部の主な変更箇所－
●年々増加する教育的課題に適切に対応するため、学
校教育課に「教育支援係」を設置します。また、学校教
育係を「学務係」に名称変更し、学校教育課を「学務
係」、「教育支援係」の２係体制とします。

学校教育課　　学校教育係 学校教育課　　学　務　係
　　　　　　　教育支援係

 （ 廃 止 ）

 （ 廃 止 ）


